
港湾の防災に関する施策（概要）について
３．必要な施策案

１．背景

東海地震や東南海・南海地震発生の切迫性
「東海地震対策大綱」の策定（５月中） 目標 緊急時に港湾が果たすべき機能を早期に発現し、かつ効果

的に発揮させるためにソフト・ハード一体となった対策を行う。

資料５

Ⅰ 港湾機能の早期発現

①港湾機能の早期発現のための情報収集・伝達の迅速化

(a)国、地方自治体の防災関係機関や港湾関係者間において、情報通信網の整備や

平常時からの協力・連携により、災害時の情報収集・伝達の迅速化、情報の共有
化を図る

９本の国土交通関係の公共事業関係長期計
画を一本化、平成１５年度を初年度とする新た
な長期計画を策定

・予防対策から地震発生後の復
旧対策まで網羅した東海地震対
策全般についての国家的戦略を
中央防災会議において「東海地
震対策要綱」として決定

東南海・南海地震の推進に関する特アウトプット型からアウトカム目標へ

発揮さ る 体 な 対策を行う。

基本方針：港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全
航路の開発に関する基本方針(国土交通大臣告示）
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緊急時に港湾に求められる港湾の機能を再検討

２．緊急時に求められる港湾の機能と必要な施策

化を図る。

(a-1)国と港湾管理者は、平素から港湾の利用状況に関する情報共有に努めるとと

もに、非常時に迅速な情報共有が行えるよう、報告様式の統一化等を図る(災

害対策基本法第５１条)。

②港湾機能の早期発現のための事前の対応

(a)港湾管理者において災害時に果たすべき港湾機能等を地域防災計画や港湾計
画に反映させる （基本方針の改正 計画基準省令の運用の徹底）

大規模地震に対する施策の再構築

東南海・南海地震の推進に関する特
別措置法施行（平成１５年７月）

連動

港湾の防災
主な 的

→推進地域の指定等

アウトプット型からアウトカム目標へ

国益の確保
財産 保護（経済 産業活動 維

国民の安全を確保と生活の安定を確保
生命 身体 保護 画に反映させる。（基本方針の改正、計画基準省令の運用の徹底）

(b)必要に応じ港湾背後の市街地の復興に資する瓦礫処分場を港湾計画にあらかじ
め位置づける。（基本方針、計画基準省令の改正）

(c)ゲートウェイ機能の確保や国際競争力維持の観点から、耐震強化された国際海上
コンテナ対応ターミナルのオペレーションの対応力について検証する。

(d)（応急）復旧工事の優先順位の考え方や国と港湾管理者の協力・連携の在り方を

あらかじめ検討しておく等により、国は、防災計画に基づき、非常災害時において
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（１）交通ネットワーク機能

検討 国 防 計 非常 害
港湾管理者の機能を補完するため港湾管理者と協力・連携を行い、迅速な対応を
行う。
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Ⅱ 港湾機能の発揮
・基幹的な国際物流機能の確
保

・陸上交通の代替となる緊急
物資輸送と臨時旅客輸送

・基幹的物流において被災港

災害時には、常時以
上にスペースが必要
になるため、港湾空
間にスペースを提供

・陸上交通の代替と
しての緊急物資輸送、
臨時旅客輸送（被災 ①交通ネットワーク機能の発揮のため、情報通信網等の活用

( )既存の情報通信網等を活用し 迅速な情報収集 伝達を行い 物流ネ トワ ク防波堤がない場合能

港湾施設・背後地の生命
財産の被害を軽減させる。

基幹的物流において被災港
湾を代替する機能の確保

阪神・淡路大震災後の対応阪神・淡路大震災後の対応

地域の迂回）

・緊急物資輸送対応の耐震

(a)既存の情報通信網等を活用し、迅速な情報収集・伝達を行い、物流ネットワーク
の構築支援を行う。

②交通ネットワーク機能の発揮のため、既存ストックを有効活用
(a)地域の実情に応じた緊急物資対応の耐震強化岸壁の必要数を見直した上で、既

存岸壁の改良を行うなど既存ストックの有効活用を図る。
(b)防災の観点から耐震強化岸壁の整備を行うための事業評価等の整備の在り方を

再検討する。
( )緊急輸送網とな ている臨港道路の橋梁等の耐震強化を進める

日本海中部地震後の対応

北海道南西沖地震後の対応

・瓦礫受け入れについて事
前の準備検討が不十分

・オープンスペースの確保
のための計画が未策定。

・他モードや地域から
の旅客・貨物の受入
体制整備のため港湾
関係者の連携が必要

・経済性を重視し、
津波被害の軽減に
重点をおいてこな
かった。

課題

・緊急物資輸送対応の耐震
強化整備が進んでいない。
・港湾の使用可否情報の把
握、伝達体制が未整理。等

(c)緊急輸送網となっている臨港道路の橋梁等の耐震強化を進める。
③スペース機能の発揮
(a)港湾管理者が臨海部防災拠点において民間と協力・連携して港湾を適切に利用
できるようにするためのガイドライン作成や制度化に向けた検討を行う。
(a-1)区域を設定して非常時に備えた平常時の行為（物件の放置等）を規制、誘導

を行う。
(a-2)国や港湾管理者が整備したスペースの他、港湾管理者と民間企業等が協

力

・港湾の利用を一日も早く再
開させること

オープンスペース確保の実効的な手段が不十分

安全性の重視ソフト・ハード一体となった対応災害対応力の向上

原因 情報通信インフラの不足 安全の観点からの評価が不十分

力・
連携してオープンスペースを確保する場合の支援を行う。

④安全確保機能の発揮のため、既存ストックを有効活用
(a)防波堤の機能について、物流機能を波浪等から防護するだけでなく、津波からコ

ンテナ貨物、荷役機械、上屋等）を防護する機能を付加する。（基本方針、技術基
準改正）


